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自 動 車 共 済 約 款 変 更 条 文 新 旧 対 照 表 

 

１．共済約款の変更規定の整備 

（下線部分は変更部分） 

改  正  後 現     行 

 

〔 普 通 約 款 〕 

 

第６章 基本条項 

 

第 48 条［共済契約者等に対する共済約款の変更の取扱い］ 

（１）全国共済連は、法令の改正、社会経済情勢の変化その他の事情により、

共済契約の締結後、民法第 548 条の４第１項に基づいて、この共済約款を

変更（注）することがあります。 

（注）組合が共済金を支払う場合または支払わない場合を定めた規定、共済

契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者の義務を定めた規定お

よび組合がこの共済契約を解除する場合を定めた規定等の変更を含み

ます。 

（２）全国共済連は、（１）の規定により共済約款を変更する場合には、その

効力発生時期を定め、共済約款を変更する旨および変更後の共済約款の内

容ならびにその効力発生時期を全国共済連のウェブサイトへの掲載その

他の方法により周知するものとします。 

 

〔 普 通 約 款 〕 

 

第６章 基本条項 

 

第 48 条［共済契約者等に対する共済約款の変更の取扱い］ 

全国共済連は、共済約款を変更するにあたって、その変更が共済契約者

および被共済者の不利益にならない場合、共済契約を、その変更の効力が

生じた時から将来に向かって、変更することができます。 

 

別 紙 
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２．人身傷害保障条項のライプニッツ係数表等の変更 

（下線部分は変更部分） 

改  正  後 現     行 

 

〔 普 通 約 款 〕 

 

別紙 人身傷害保障条項損害額基準 

 

付表３ 死亡時の年齢別就労可能年数およびライプニッツ係数表 

（１）令和２年３月 31日以前に事故が発生した場合 

① 18 歳未満の者に適用する表 

〔表略〕 

② 18 歳以上の者に適用する表 

〔表略〕 

（２）令和２年４月１日以後に事故が発生した場合 

① 18 歳未満の者に適用する表 

年齢 

幼児・学生・働く意思と能力を有

する者 
有 職 者 

就労可能年数 ライプニッツ係

数 

就労可能年数 ライプニッツ係

数 

歳 年 
 

年 
 

０ 49 14.980 （67） （28.733） 

 

〔 普 通 約 款 〕 

 

別紙 人身傷害保障条項損害額基準 

 

付表３ 死亡時の年齢別就労可能年数およびライプニッツ係数表 

 

（１）18歳未満の者に適用する表 

〔表略〕 

（２）18歳以上の者に適用する表 

〔表略〕 
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１ 49 15.429 （66） （28.595） 

２ 49 15.892 （65） （28.453） 

３ 49 16.369 （64） （28.306） 

４ 49 16.860 （63） （28.156） 

５ 49 17.365 （62） （28.000） 

６ 49 17.886 （61） （27.840） 

７ 49 18.423 （60） （27.676） 

８ 49 18.976 （59） （27.506） 

９ 49 19.545 （58） （27.331） 

10 49 20.131 （57） （27.151） 

11 49 20.735 （56） （26.965） 

12 49 21.357 （55） （26.774） 

13 49 21.998 （54） （26.578） 

14 49 22.658 （53） （26.375） 

15 49 23.338 52 26.166 

16 49 24.038 51 25.951 

17 49 24.759 50 25.730 

② 18 歳以上の者に適用する表 

年齢 
就労可

能年数 

ライプ

ニッツ

係数 

 

年齢 
就労可

能年数 

ライプ

ニッツ

係数 

 

年齢 
就労可

能年数 

ライプ

ニッツ

係数 
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歳 年 
 

 歳 年 
 

 歳 年 
 

18 49 25.502  46 21 15.415  74 ６ 5.417 

19 48 25.267  47 20 14.877  75 ６ 5.417 

20 47 25.025  48 19 14.324  76 ６ 5.417 

21 46 24.775  49 18 13.754  77 ５ 4.580 

22 45 24.519  50 17 13.166  78 ５ 4.580 

23 44 24.254  51 16 12.561  79 ５ 4.580 

24 43 23.982  52 15 11.938  80 ５ 4.580 

25 42 23.701  53 14 11.296  81 ４ 3.717 

26 41 23.412  54 14 11.296  82 ４ 3.717 

27 40 23.115  55 14 11.296  83 ４ 3.717 

28 39 22.808  56 13 10.635  84 ４ 3.717 

29 38 22.492  57 13 10.635  85 ３ 2.829 

30 37 22.167  58 12 9.954  86 ３ 2.829 

31 36 21.832  59 12 9.954  87 ３ 2.829 

32 35 21.487  60 12 9.954  88 ３ 2.829 

33 34 21.132  61 11 9.253  89 ３ 2.829 

34 33 20.766  62 11 9.253  90 ３ 2.829 

35 32 20.389  63 10 8.530  91 ２ 1.913 

36 31 20.000  64 10 8.530  92 ２ 1.913 

37 30 19.600  65 10 8.530  93 ２ 1.913 
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38 29 19.188  66 ９ 7.786  94 ２ 1.913 

39 28 18.764  67 ９ 7.786  95 ２ 1.913 

40 27 18.327  68 ８ 7.020  96 ２ 1.913 

41 26 17.877  69 ８ 7.020  97 ２ 1.913 

42 25 17.413  70 ８ 7.020  98 ２ 1.913 

43 24 16.936  71 ７ 6.230  99 ２ 1.913 

44 23 16.444  72 ７ 6.230  100 ２ 1.913 

45 22 15.937  73 ７ 6.230  
101

～ 
１ 0.971 

 

付表４ ライプニッツ係数表 

（１）令和２年３月 31日以前に事故が発生した場合 

〔表略〕 

（２）令和２年４月１日以後に事故が発生した場合 

期間 

（年数） 

ライプニ

ッツ係数 

 期間 

（年数） 

ライプニ

ッツ係数 

 期間 

（年数） 

ライプニ

ッツ係数   

年 
 

 年 
 

 年 
 

１ 0.971  31 20.000  61 27.840 

２ 1.913  32 20.389  62 28.000 

３ 2.829  33 20.766  63 28.156 

４ 3.717  34 21.132  64 28.306 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付表４ ライプニッツ係数表 

 

〔表略〕 
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５ 4.580  35 21.487  65 28.453 

６ 5.417  36 21.832  66 28.595 

７ 6.230  37 22.167  67 28.733 

８ 7.020  38 22.492  68 28.867 

９ 7.786  39 22.808  69 28.997 

10 8.530  40 23.115  70 29.123 

11 9.253  41 23.412  71 29.246 

12 9.954  42 23.701  72 29.365 

13 10.635  43 23.982  73 29.481 

14 11.296  44 24.254  74 29.593 

15 11.938  45 24.519  75 29.702 

16 12.561  46 24.775  76 29.808 

17 13.166  47 25.025  77 29.910 

18 13.754  48 25.267  78 30.010 

19 14.324  49 25.502  79 30.107 

20 14.877  50 25.730  80 30.201 

21 15.415  51 25.951  81 30.292 

22 15.937  52 26.166  82 30.381 

23 16.444  53 26.375  83 30.467 

24 16.936  54 26.578  84 30.550 

25 17.413  55 26.774  85 30.631 
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26 17.877  56 26.965  86 30.710 

27 18.327  57 27.151  87 30.786 

28 18.764  58 27.331  88 30.860 

29 19.188  59 27.506  89 30.932 

30 19.600  60 27.676  90 31.002 

適用上の注意事項 

（１）全国共済農業協同組合連合会は、支払基準（注１）上の別表の値（注２）

が変更された場合は、その変更内容に応じて、それぞれに対応する人身傷

害保障条項損害額基準上の付表（注３）に適用することができるものとし

ます。 

（注１） 〔略〕 

（注２）労働能力喪失率、就労可能年数、ライプニッツ係数、平均余命年数、

全年齢平均給与額（平均月額）および年齢別平均給与額（平均月額）

の値をいいます。 

（注３）支払基準上の別表に対応する人身傷害保障条項損害額基準上の付表

１から付表５までは、次のとおりとします。 

支払基準上の別表 
対応する人身傷害保障条項損害額

基準上の付表 

〔略〕 〔略〕 

〔略〕 〔略〕 

〔略〕 〔略〕 

 

 

 

 

 

適用上の注意事項 

（１）全国共済農業協同組合連合会は、支払基準（注１）上の別表が変更され

た場合であって、変更後の別表の値（注２）がそれに対応する変更前の別

表の値をすべて下回らないときに限り、その変更をそれぞれに対応する人

身傷害保障条項損害額基準上の付表（注３）に適用することができます。 

（注１） 〔略〕 

（注２）労働能力喪失率、就労可能年数、ライプニッツ係数、平均余命年数、

全年齢平均給与額（平均月額）および年齢別平均給与額（平均月額）

の値をいいます。（１）において同様とします。 

（注３）支払基準上の別表に対応する人身傷害保障条項損害額基準上の付表

１から付表５までは、次のとおりとします。 

支払基準上の別表 
対応する人身傷害保障条項損害額

基準上の付表 

〔略〕 〔略〕 

〔略〕 〔略〕 

〔略〕 〔略〕 
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３．自動継続特約による継続後契約の適用約款の明確化 

（下線部分は変更部分） 

別表Ⅲ 全年齢平均給与額（平均月額） 

別表Ⅳ 年齢別平均給与額（平均月額） 

付表１ 年齢別平均給与額および

全年齢平均給与額表（平均月

額） 

（２）（１）に規定する付表の取扱いの効力は、支払基準の変更の効力が生じ

た時から将来に向かって生じます。ただし、支払基準の変更について経過

措置が設けられた場合には、その経過措置に基づいて（１）の付表の取扱

いの効力が生じるものとします。 

別表Ⅲ 全年齢平均給与額（平均月額） 

別表Ⅳ 年齢別平均給与額（平均月額） 

付表１ 年齢別平均給与額および

全年齢平均給与額（平均月

額） 

（２）（１）に規定する付表の変更の効力は、支払基準の変更の効力が生じた

時から将来に向かって生じます。ただし、支払基準の変更について経過措

置が設けられた場合には、その経過措置に基づいて（１）の付表の変更の

効力が生じるものとします。 

改  正  後 現     行 

 

〔 特  約 〕 

 

自動継続特約 

 

第３条［自動継続特約付契約の継続］ 

（１）自動継続特約付契約は、継続意思確認日（注）までに、共済契約者から

組合の定める手続によりこの特約を適用しない旨の意思表示がない場合

には、次条の規定による継続後契約の契約内容で継続されます。この場合、

継続後契約に適用される共済約款は、継続日におけるものとします。 

（注）  〔略〕 

 

〔 特  約 〕 

 

自動継続特約 

 

第３条［自動継続特約付契約の継続］ 

（１）自動継続特約付契約は、継続意思確認日（注）までに、共済契約者から

組合の定める手続によりこの特約を適用しない旨の意思表示がない場合

には、次条の規定による継続後契約の契約内容で継続されます。 

 

（注）  〔略〕 
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≪参考≫民法（令和２年４月１日施行） 抜粋 

第四百四条 （法定利率） 

利息を生ずべき債権について別段の意思表示がないときは、その利率は、その利息が生じた最初の時点における法定利率による。 

２ 法定利率は、年三パーセントとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、法定利率は、法務省令で定めるところにより、三年を一期とし、一期ごとに、次項の規定により変動するものとする。 

４ 各期における法定利率は、この項の規定により法定利率に変動があった期のうち直近のもの（以下この項において「直近変動期」という。）における基準割

合と当期における基準割合との差に相当する割合（その割合に一パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）を直近変動期における法定利率に

加算し、又は減算した割合とする。 

５ 前項に規定する「基準割合」とは、法務省令で定めるところにより、各期の初日の属する年の六年前の年の一月から前々年の十二月までの各月における短期

貸付けの平均利率（当該各月において銀行が新たに行った貸付け（貸付期間が一年未満のものに限る。）に係る利率の平均をいう。）の合計を六十で除して計算

した割合（その割合に〇・一パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）として法務大臣が告示するものをいう。 

第五百四十八条の二 （定型約款の合意） 

定型取引（ある特定の者が不特定多数の者を相手方として行う取引であって、その内容の全部又は一部が画一的であることがその双方にとって合理的なもの

をいう。以下同じ。）を行うことの合意（次条において「定型取引合意」という。）をした者は、次に掲げる場合には、定型約款（定型取引において、契約の内

容とすることを目的としてその特定の者により準備された条項の総体をいう。以下同じ。）の個別の条項についても合意をしたものとみなす。 

一 定型約款を契約の内容とする旨の合意をしたとき。 

二 定型約款を準備した者（以下「定型約款準備者」という。）があらかじめその定型約款を契約の内容とする旨を相手方に表示していたとき。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の条項のうち、相手方の権利を制限し、又は相手方の義務を加重する条項であって、その定型取引の態様及びその実情並びに

取引上の社会通念に照らして第一条第二項に規定する基本原則に反して相手方の利益を一方的に害すると認められるものについては、合意をしなかったものと

みなす。 

 



10 

 

第五百四十八条の四 （定型約款の変更） 

定型約款準備者は、次に掲げる場合には、定型約款の変更をすることにより、変更後の定型約款の条項について合意があったものとみなし、個別に相手方と

合意をすることなく契約の内容を変更することができる。 

一 定型約款の変更が、相手方の一般の利益に適合するとき。 

二 定型約款の変更が、契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、この条の規定により定型約款の変更をすることがある旨の定

めの有無及びその内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき。 

２ 定型約款準備者は、前項の規定による定型約款の変更をするときは、その効力発生時期を定め、かつ、定型約款を変更する旨及び変更後の定型約款の内容並

びにその効力発生時期をインターネットの利用その他の適切な方法により周知しなければならない。 

３ 第一項第二号の規定による定型約款の変更は、前項の効力発生時期が到来するまでに同項の規定による周知をしなければ、その効力を生じない。 

４ 第五百四十八条の二第二項の規定は、第一項の規定による定型約款の変更については、適用しない。 

 


